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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第73期

第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 86,588 103,183 137,281

経常利益 （百万円） 478 2,867 2,049

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△）
（百万円） △131 1,677 1,250

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,779 5,666 2,649

純資産額 （百万円） 37,353 41,689 36,138

総資産額 （百万円） 170,001 187,438 166,426

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円） △0.84 10.74 8.01

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 21.7 22.0 21.5

 

回次
第73期

第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.55 6.86

　    (注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

              載していません。

  ２．売上高には、消費税等は含まれていません。

  ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第73期連結会計年度、第74期第３四半

　　　 期連結累計期間は、潜在株式が存在しないため記載していません。また、第73期第３四半期連結累計期

　　　 間は１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載していません。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】
　以下、「第２．事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費の弱さがあるものの、雇用・所得環境の改善に加

え、各種政策の効果もあり、景気は緩やかな回復が続いています。

　建設業界におきましては、公共投資は引き続き底堅く推移しており、民間投資についても住宅投資の減少はある

ものの、企業の設備投資が改善しており堅調に推移しています。しかしながら、建設労働者の需給状況や資材価格

の動向については今後も引き続き注視が必要であり、依然として不透明な経営環境が続きました。

　このような経済情勢のもと、当社グル－プの当第３四半期連結累計期間における連結業績につきましては、売上

高は103,183百万円（前年同四半期比19.2％増）、営業利益2,432百万円（前年同四半期比158.6％増）、経常利益

2,867百万円（前年同四半期比499.7％増）となり、四半期純利益1,677百万円（前年同四半期は、四半期純損失131

百万円）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりです。（セグメントごとの業績については、セグメント間の内部売上高等を含め

て記載しています。）

　　（土木工事）

　土木工事については、売上高54,487百万円（前年同四半期比32.7％増）、セグメント利益1,784百万円（前年同四

半期比111.2％増）となりました。

（建築工事）

　建築工事については、売上高47,008百万円（前年同四半期比7.2％増）、セグメント利益379百万円（前年同四半

期は、セグメント損失146百万円）となりました。

（不動産事業）

　不動産事業については、売上高1,178百万円（前年同四半期比6.5％減）、セグメント利益221百万円（前年同四半

期比44.5％増）となりました。

（その他）

　その他については、売上高12,280百万円（前年同四半期比9.5％増）、セグメント利益56百万円（前年同四半期比

44.7％減）となりました。

 

　　（注）土木工事、建築工事においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているた

　　　　　め、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期

　　　間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、281百万円です。(土木工事268百万

円・建築工事13百万円です。）

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 298,476,000

計 298,476,000

 

②【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末
現在発行数
（株）

（平成26年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 156,689,563 156,689,563
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 156,689,563 156,689,563 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年10月１日

～

平成26年12月31日

－ 156,689,563 － 18,293 － 5,289

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしていま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

 普通株式

567,000

－ －

完全議決権株式（その他）
 普通株式

155,168,000
155,168 －

単元未満株式
 普通株式

954,563
－ １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 156,689,563 － －

総株主の議決権 － 155,168 －

　　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権６個）が含まれて

います。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）
鉄建建設株式会社

東京都千代田区三崎
町二丁目５－３

567,000 － 567,000 0.36

計 － 567,000 － 567,000 0.36

　　（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）

あります。なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれています。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 14,324 10,489

受取手形・完成工事未収入金等 81,660 ※２ 91,159

有価証券 10 －

販売用不動産 734 338

未成工事支出金 12,840 17,003

不動産事業支出金 1,359 1,359

その他のたな卸資産 957 964

繰延税金資産 2,007 1,248

その他 3,396 8,433

貸倒引当金 △8 △85

流動資産合計 117,282 130,913

固定資産   

有形固定資産 19,214 19,007

無形固定資産 270 257

投資その他の資産   

投資有価証券 26,077 34,636

繰延税金資産 1,009 5

その他 3,096 3,143

貸倒引当金 △524 △524

投資その他の資産合計 29,659 37,259

固定資産合計 49,143 56,525

資産合計 166,426 187,438
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 56,121 ※２ 47,415

短期借入金 37,019 61,239

1年内償還予定の社債 800 400

未払金 1,391 479

未払法人税等 396 157

未成工事受入金 3,141 4,772

引当金 1,459 1,122

その他 8,963 10,365

流動負債合計 109,294 125,954

固定負債   

長期借入金 9,832 7,974

再評価に係る繰延税金負債 2,572 2,572

退職給付に係る負債 8,458 7,799

その他 130 1,448

固定負債合計 20,993 19,794

負債合計 130,287 145,748

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,293 18,293

資本剰余金 5,329 5,329

利益剰余金 5,492 7,067

自己株式 △70 △73

株主資本合計 29,045 30,617

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,600 10,439

土地再評価差額金 1,191 1,191

退職給付に係る調整累計額 △1,084 △983

その他の包括利益累計額合計 6,707 10,646

少数株主持分 385 425

純資産合計 36,138 41,689

負債純資産合計 166,426 187,438
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高   

完成工事高 84,926 101,496

兼業事業売上高 1,661 1,687

売上高合計 86,588 103,183

売上原価   

完成工事原価 80,351 95,157

兼業事業売上原価 1,376 1,359

売上原価合計 81,728 96,517

売上総利益   

完成工事総利益 4,575 6,338

兼業事業総利益 285 328

売上総利益合計 4,860 6,666

販売費及び一般管理費 3,919 4,233

営業利益 940 2,432

営業外収益   

受取配当金 365 377

為替差益 － 452

その他 206 134

営業外収益合計 571 964

営業外費用   

支払利息 521 511

為替差損 495 －

貸倒損失 6 －

その他 11 18

営業外費用合計 1,034 529

経常利益 478 2,867

特別利益   

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失   

減損損失 27 －

その他 1 4

特別損失合計 28 4

税金等調整前四半期純利益 450 2,862

法人税、住民税及び事業税 136 224

法人税等調整額 419 911

法人税等合計 555 1,135

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△104 1,727

少数株主利益 26 49

四半期純利益又は四半期純損失（△） △131 1,677
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△104 1,727

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,884 3,838

退職給付に係る調整額 － 100

その他の包括利益合計 2,884 3,939

四半期包括利益 2,779 5,666

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,753 5,616

少数株主に係る四半期包括利益 26 49
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均残存勤務期間

に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更しています。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ています。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が83百万円減少し、利益剰余金が53百万円増

加しています。なお、損益に与える影響は軽微です。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．偶発債務

(１)連結会社以外の会社等の金融機関借入金等について保証を行っています。

① 借入金保証

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

マンション購入者 31百万円 マンション購入者 29百万円

当社従業員 1 当社従業員 1

計 33 計 30

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしています。なお、当

第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれています。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 5百万円

支払手形 － 15

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 

平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

　当社グループの売上高は、主たる事業である土木工事・建築工事において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第

４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 392百万円 364百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 156 1.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益計

算書計上

額（注）３
 

土木

工事

建築

工事

不動産

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 41,059 43,867 995 85,922 665 86,588 － 86,588

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 264 264 10,544 10,808 △10,808 －

計 41,059 43,867 1,260 86,187 11,210 97,397 △10,808 86,588

セグメント利益

又は損失（△）
845 △146 153 851 101 953 △12 940

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の販売他の事

業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去です。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益計

算書計上

額（注）３
 

土木

工事

建築

工事

不動産

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 54,487 47,008 914 102,410 773 103,183 － 103,183

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 263 263 11,506 11,770 △11,770 －

計 54,487 47,008 1,178 102,674 12,280 114,954 △11,770 103,183

セグメント利益 1,784 379 221 2,386 56 2,442 △9 2,432

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の販売他の事

業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△0円84銭 10円74銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
△131 1,677

普通株主に帰属しない金額　　　　（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）　　　　　　　　　（百万円）
△131 1,677

普通株式の期中平均株式数　　　　　（千株） 156,134 156,124

　（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載していません。また、前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月13日

鉄建建設株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安藤　　見

 

 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田中　　量

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鉄建建設株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鉄建建設株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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